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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第62期
第１四半期

連結累計（会計）期間

第63期
第１四半期

連結累計（会計）期間
第62期

会計期間
自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日

自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日

自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日

売上高 (百万円) 7,887 4,461 28,002

経常利益又は経常損失(△) (百万円) 891 △ 372 1,232

四半期(当期)純利益
又は四半期純損失(△)

(百万円) 121 △ 405 184

純資産額 (百万円) 27,523 25,034 25,837

総資産額 (百万円) 37,232 32,681 33,279

１株当たり純資産額 (円) 876.11 801.38 825.59

１株当たり四半期(当期)純利益
又は四半期純損失(△)

(円) 3.91 △ 13.02 5.94

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) 3.90 ― 5.94

自己資本比率 (％) 73.2 76.3 77.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 473 △ 357 2,261

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △ 305 △ 250 85

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △ 985 731 △ 2,121

現金及び現金同等物の四半期末
(期末)残高

(百万円) 6,373 6,947 6,821

従業員数 (名) 1,936 1,563 1,608

　
(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成していますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、第63期第１四半期連結累計(会計)期間は１株当

たり四半期純損失であり、また、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】
当第１四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
　

　

３ 【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

なお、連結子会社であるＩＤＥＣオートメーション㈱は、平成21年５月29日をもって、また、ＩＤＥＣパ

ワーデバイス㈱は、平成21年６月30日をもって解散し、清算手続中であります。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成21年６月30日現在

従業員数(名)
1,563
(332)

(注) 従業員数は就業人員であり、従業員数欄の(外書)は臨時従業員の当第１四半期連結会計期間の平均雇用人員

であります。

　

(2) 提出会社の状況

平成21年６月30日現在

従業員数(名)
797
(232)

(注) 従業員数は就業人員であり、従業員数欄の(外書)は臨時従業員の当第１四半期会計期間の平均雇用人員であ

ります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第１四半期連結会計期間における生産実績を製品の種類別区分ごとに示すと、次のとおりでありま

す。

製品の種類別区分の名称 生産高(百万円) 前年同四半期比(%)

制御機器製品 1,928 42.4

制御装置及びＦＡシステム製品 509 47.2

制御用周辺機器製品 533 43.3

防爆・防災関連機器製品 196 53.4

その他の製品 211 58.9

合計 3,378 44.6

(注) １　金額は、販売価格によっております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 受注状況

当第１四半期連結会計期間における受注状況を製品の種類別区分ごとに示すと、次のとおりでありま

す。

製品の種類別区分の名称 受注高(百万円) 前年同四半期比(%)受注残高(百万円)前年同四半期比(%)

制御機器製品 2,593 57.7 800 64.2

制御装置及びＦＡシステム製品 698 62.0 369 36.9

制御用周辺機器製品 706 52.1 300 62.7

防爆・防災関連機器製品 223 57.6 164 76.4

その他の製品 362 64.8 118 53.0

合計 4,585 57.9 1,753 55.4

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3) 販売実績

当第１四半期連結会計期間における販売実績を製品の種類別区分ごとに示すと、次のとおりでありま

す。

製品の種類別区分の名称 販売高(百万円) 前年同四半期比(%)

制御機器製品 2,551 57.3

制御装置及びＦＡシステム製品 565 50.1

制御用周辺機器製品 813 57.8

防爆・防災関連機器製品 203 59.1

その他の製品 328 59.0

合計 4,461 56.6

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結会計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等

又は、前連結会計年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中における将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したもので

あります。

　

(1) 当第１四半期連結会計期間の経営成績

当第１四半期における世界経済は、前期からの経済の減速により、設備投資需要は低迷が続き、依然と

して厳しい経営環境が続いております。そうした中、当社グループでは、前期に引き続き事業構造の改革

とあらゆるコスト削減ならびに収益構造の改善に継続して取り組み、企業体質の改革と強化を図ってま

いりました。

当第１四半期の業績は、売上高につきましては、ＬＥＤ照明製品が伸長しましたものの、主力の制御用

操作スイッチや安全関連機器製品を始め全体的に減少いたしました。その結果、国内売上高は、前年同四

半期比46.1％減の26億７千４百万円、海外売上高は、前年同四半期比38.9％減の17億８千７百万円とな

り、全体の売上高は、前年同四半期比43.4％減の44億６千１百万円となりました。

　利益面では、継続的なコストダウン施策を推進しているものの、減収による利益額減少への影響が大き

く、営業損失４億６千９百万円となり、経常損失３億７千２百万円、四半期純損失４億５百万円となりま

した。

　

所在地別セグメントの業績は、つぎのとおりであります。

①　日本

市場の設備投資需要の落ち込みから、売上高は、前年同四半期比45.6％減の27億９千９百万円とな

り、営業損失（内部利益控除前）は、５億９千１百万円となりました。

②　北米

売上高は、前年同四半期比37.8％減の７億６千９百万円となり、営業損失（内部利益控除前）は、１

千４百万円となりました。

③　欧州

売上高は、前年同四半期比45.9％減の１億６千万円となり、営業利益（内部利益控除前）は、前年同

四半期比68.7％減の１千３百万円となりました。

④　アジア・パシフィック

売上高は、前年同四半期比39.5％減の７億３千１百万円となり、営業利益（内部利益控除前）は、前

年同四半期比88.4％減の２千１百万円となりました。
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(2) 財政状態の分析

当第１四半期末の総資産の額は、前連結会計年度末より５億９千８百万円減少し、326億８千１百万円

となりました。

負債総額は、前連結会計年度末より２億５百万円増加し、76億４千７百万円となりました。これは、主に

買掛金や未払費用が減少した一方で短期借入金が増加したことに伴う流動負債の増加によるものです。

純資産につきましては、利益剰余金の減少に伴い、前連結会計年度末より８億３百万円減少し、250億３

千４百万円となりました。

　

(3) キャッシュ・フローの状況

当第１四半期末の現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末に比べ１億２千６百万円増加し、69

億４千７百万円となりました。

営業活動によるキャッシュ・フローは、前年同四半期に比べ８億３千万円支出増の３億５千７百万円

の支出となりました。

投資活動によるキャッシュ・フローは、主に固定資産の取得により前年同四半期に比べ５千５百万円

支出減の２億５千万円の支出となりました。

財務活動によるキャッシュ・フローは、前年同四半期に比べ17億１千７百万円収入増の７億３千１百

万円の収入となりました。これは、主に借入による資金調達によるものです。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変

更及び新たに生じた課題はありません。

　

(5) 研究開発活動

当第１四半期連結会計期間の研究開発費の総額は419百万円であります。

なお、当第１四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありま

せん。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

前連結会計年度末現在における重要な設備投資の計画について、当第１四半期連結会計期間に重要な変

更はありません。

また、当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。

なお、「第５ 経理の状況　１ 四半期連結財務諸表　（重要な後発事象）」に記載の通り、平成21年７月28

日に開催の取締役会において、将来の本社移転先として土地・建物の取得を決議しております。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 150,000,000

計 150,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間末現在

発行数(株)
(平成21年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年８月７日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 38,224,48538,224,485

東京証券取引所
市場第１部
大阪証券取引所
市場第１部

単元株式数は100株でありま
す。

計 38,224,48538,224,485― ―
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(2) 【新株予約権等の状況】

当社は、平成13年改正旧商法280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき下記(イ)、(ロ)の新株予約権
を、また、会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき下記(ハ)、(ニ)、(ホ)の新株予約権を発行し
ております。

(イ)

株主総会の特別決議日(平成16年６月18日)

第１四半期会計期間末現在
(平成21年６月30日)

新株予約権の数(個) 2,210個(注)１,３,４

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 221,000株(注)３,４

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり1,034円(注)２

新株予約権の行使期間 平成19年７月１日～平成21年６月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円)

発行価格：1,034円
資本組入額：権利行使によって新株を発行する場合に
は、新株発行価額の１/２(１円未満の端数は切り下げ)
を資本に組み入れないものとする。ただし、自己株式を
充当する場合は、資本金への組み入れは行わない。

新株予約権の行使の条件

　権利行使時においても、当社ならびに当社子会社の取
締役、当社執行役員および従業員であることを要する。
ただし、任期満了による退任、定年退職その他正当な理
由のある場合はこの限りではない。
　その他の条件については、当社と割当対象者との間で
締結する「第３回新株予約権割当契約書」に定めると
ころによる。

新株予約権の譲渡に関する事項

　新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要する。
ただし、本新株予約権がストックオプションを目的とし
て発行されるものであることに鑑み、「第３回新株予約
権割当契約書」において、譲渡ができないことを規定す
るものとする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

(注) １　新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。
２　新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生
ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率
また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額を調

整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

既発行株式数 ＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝調整前払込金額 ×
新規発行前の１株当たり時価

既発行株式数＋新規発行による増加株式数
３　発行日以降、７名退職により、新株予約権の数510個と新株予約権の目的となる株式の数51,000株は、失権して
おります。

４　発行日以降、権利行使により、新株予約権の数3,020個と新株予約権の目的となる株式の数302,000株は、減少し
ております。
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(ロ)

株主総会の特別決議日(平成17年６月17日)

第１四半期会計期間末現在
(平成21年６月30日)

新株予約権の数(個) 13,563個(注)１,３

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 1,356,300株(注)３

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり1,358円(注)２

新株予約権の行使期間 平成20年７月１日～平成23年６月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円)

発行価格：1,358円
資本組入額：権利行使によって新株を発行する場合に
は、新株発行価額の１/２(１円未満の端数は切り下げ)
を資本に組み入れないものとする。ただし、自己株式を
充当する場合は、資本金への組み入れは行わない。

新株予約権の行使の条件

　権利行使時においても、当社ならびに当社子会社の取
締役、当社執行役員および従業員であることを要する。
ただし、任期満了による退任、定年退職その他正当な理
由のある場合はこの限りではない。
　その他の条件については、当社と割当対象者との間で
締結する「第４回新株予約権割当契約書」に定めると
ころによる。

新株予約権の譲渡に関する事項

　新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要する。
ただし、本新株予約権がストックオプションを目的とし
て発行されるものであることに鑑み、「第４回新株予約
権割当契約書」において、譲渡ができないことを規定す
るものとする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

(注) １　新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。

２　新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生

ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額を調

整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

既発行株式数 ＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝調整前払込金額 ×
新規発行前の１株当たり時価

既発行株式数＋新規発行による増加株式数

３　発行日以降、42名退職により、新株予約権の数564個と新株予約権の目的となる株式の数56,400株は、失権して

おります。
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(ハ)

株主総会の特別決議日(平成18年６月９日)

第１四半期会計期間末現在
(平成21年６月30日)

新株予約権の数(個) 846個(注)１,３

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 84,600株(注)３

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり1,979円(注)２

新株予約権の行使期間 平成20年７月１日～平成23年６月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円)

発行価格：1,979円
資本組入額：権利行使によって新株を発行する場合に
は、新株発行価額の１/２(１円未満の端数は切り下げ)
を資本に組み入れないものとする。ただし、自己株式を
充当する場合は、資本金への組み入れは行わない。

新株予約権の行使の条件

　権利行使時においても、当社ならびに当社子会社の取
締役、執行役員および従業員であることを要する。ただ
し、任期満了による退任、定年退職その他正当な理由の
ある場合はこの限りではない。
　その他の条件については、当社と割当対象者との間で
締結する「第５回新株予約権割当契約書」に定めると
ころによる。

新株予約権の譲渡に関する事項

　新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要する。
ただし、本新株予約権がストックオプションを目的とし
て発行されるものであることに鑑み、「第５回新株予約
権割当契約書」において、譲渡ができないことを規定す
るものとする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 (注)４

(注) １　新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。
　　なお、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとする。た
だし、かかる調整は本件新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株予約権の目的たる株式の数に
ついてのみ行われ、調整の結果生ずる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

　
調整後株式数 ＝調整前株式数 ×分割・併合の比率

　
２　新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生
ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額を調
整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

既発行株式数 ＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝調整前払込金額 ×
新規発行前の１株当たり時価

既発行株式数＋新規発行による増加株式数
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３　発行日以降、14名退職により、新株予約権の数48個と新株予約権の目的となる株式の数4,800株は、失権してお

ります。

４　組織再編行為の際の取扱い

当社が、合併(当社が合併により消滅する場合に限る。)、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転(以下、

「組織再編行為」という。)をする場合において、組織再編行為の効力発生の時点において残存する新株予約

権(以下、「残存新株予約権」という。)の新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項

第８号のイからホまでに掲げる株式会社(以下、「再編対象会社」という。)の新株予約権を以下の条件に基づ

きそれぞれ交付することとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸

収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めた場

合に限るものとする。

(1) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

(2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記１に準じて決定する。

(3) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

組織再編行為の条件等を勘案の上、調整される行使価額に上記(2)に従って決定される株式の数を乗じて得

られる金額とする。

(4) 新株予約権を行使することができる期間

残存新株予約権の権利行使期間と同じとする。

(5) 譲渡による新株予約権の取得の制限

各新株予約権を譲渡するときは、再編対象会社の承認を要するものとする。

(6) その他の条件については、再編対象会社の条件に準じて決定する。
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(ニ)

株主総会の特別決議日(平成19年６月８日)

第１四半期会計期間末現在
(平成21年６月30日)

新株予約権の数(個) 265個(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 26,500株

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり1,406円(注)２

新株予約権の行使期間 平成21年７月１日～平成23年６月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円)

発行価格：1,406円
資本組入額：権利行使によって新株を発行する場合に
は、新株発行価額の１/２(１円未満の端数は切り下げ)
を資本に組み入れないものとする。ただし、自己株式を
充当する場合は、資本金への組み入れは行わない。

新株予約権の行使の条件

　権利行使時においても、当社ならびに当社子会社の取
締役、執行役員および従業員であることを要する。ただ
し、任期満了による退任、定年退職その他正当な理由の
ある場合はこの限りではない。
　その他の条件については、当社と割当対象者との間で
締結する「第６回新株予約権割当契約書」に定めると
ころによる。

新株予約権の譲渡に関する事項

　新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要する。
ただし、本新株予約権がストックオプションを目的とし
て発行されるものであることに鑑み、「第６回新株予約
権割当契約書」において、譲渡ができないことを規定す
るものとする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 (注)３

(注) １　新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。
　　なお、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとする。た
だし、かかる調整は本件新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株予約権の目的たる株式の数に
ついてのみ行われ、調整の結果生ずる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

　
調整後株式数 ＝調整前株式数 ×分割・併合の比率

　
２　新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生
ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額を調
整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

既発行株式数 ＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝調整前払込金額 ×
新規発行前の１株当たり時価

既発行株式数＋新規発行による増加株式数
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３　組織再編行為の際の取扱い

当社が、合併(当社が合併により消滅する場合に限る。)、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転(以上を

総称して以下、「組織再編行為」という。)をする場合において、組織再編行為の効力発生日において残存する

新株予約権(以下、「残存新株予約権」という。)の新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236

条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社(以下、「再編対象会社」という。)の新株予約権を以下の条

件に基づきそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新

株予約権を新たに発行するものとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨

を、合併契約、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画に

おいて定めた場合に限るものとする。

(1) 新株予約権の目的たる再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

(2) 新株予約権の目的たる再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記１に準じて決定する。

(3) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

組織再編行為の条件等を勘案の上、調整される行使価額に上記(2)に従って決定される株式の数を乗じて得

られる金額とする。

(4) 新株予約権を行使することができる期間

残存新株予約権の権利行使期間と同じとする。

(5) 譲渡による新株予約権の取得の制限

各新株予約権を譲渡するときは、再編対象会社の承認を要するものとする。

(6) その他の条件については、再編対象会社の条件に準じて決定する。
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(ホ)

株主総会の特別決議日(平成20年６月12日)

第１四半期会計期間末現在
(平成21年６月30日)

新株予約権の数(個) 70個(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 7,000株

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり1,002円(注)２

新株予約権の行使期間
平成22年７月１日～
平成24年６月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円)

発行価格：1,002円
資本組入額：権利行使によって新株を発行する場合に
は、新株発行価額の１/２(１円未満の端数は切り下げ)
を資本に組み入れないものとする。ただし、自己株式を
充当する場合は、資本金への組み入れは行わない。

新株予約権の行使の条件

　権利行使時においても、当社ならびに当社子会社の取
締役、執行役員および従業員であることを要する。ただ
し、任期満了による退任、定年退職その他正当な理由の
ある場合はこの限りではない。
　その他の条件については、当社と割当対象者との間で
締結する「第７回新株予約権割当契約書」に定めると
ころによる。

新株予約権の譲渡に関する事項

　新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要する。
ただし、本新株予約権がストックオプションを目的とし
て発行されるものであることに鑑み、「第７回新株予約
権割当契約書」において、譲渡ができないことを規定す
るものとする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 (注)３

(注) １　新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。
　　なお、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとする。た
だし、かかる調整は本件新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株予約権の目的たる株式の数に
ついてのみ行われ、調整の結果生ずる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。
調整後株式数 ＝調整前株式数 ×分割・併合の比率

２　新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生
ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額を調
整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

既発行株式数 ＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝調整前払込金額 ×
新規発行前の１株当たり時価

既発行株式数＋新規発行による増加株式数
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３　組織再編行為の際の取扱い

当社が、合併(当社が合併により消滅する場合に限る。)、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転(以上を

総称して以下、「組織再編行為」という。)をする場合において、組織再編行為の効力発生日において残存する

新株予約権(以下、「残存新株予約権」という。)の新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236

条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社(以下、「再編対象会社」という。)の新株予約権を以下の条

件に基づきそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新

株予約権を新たに発行するものとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨

を、合併契約、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画に

おいて定めた場合に限るものとする。

(1) 新株予約権の目的たる再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

(2) 新株予約権の目的たる再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記１に準じて決定する。

(3) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

組織再編行為の条件等を勘案の上、調整される行使価額に上記(2)に従って決定される株式の数を乗じて得

られる金額とする。

(4) 新株予約権を行使することができる期間

残存新株予約権の権利行使期間と同じとする。

(5) 譲渡による新株予約権の取得の制限

各新株予約権を譲渡するときは、再編対象会社の承認を要するものとする。

(6) その他の条件については、再編対象会社の条件に準じて決定する。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成21年６月12日 ― 38,224 ― 10,0564,613(減) 5,000

(注) 平成21年６月12日開催の定時株主総会において、継続的かつ安定的な配当の実施および自己株式の消却等、今後

の資本政策上の柔軟性および機動性を確保することを目的として、資本準備金4,613百万円を取り崩し、その他資

本剰余金へ振替えることを決議いたしました。
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(5) 【大株主の状況】

平成21年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社

東京都中央区晴海１丁目８－11 2,931 7.67

舩　木　恒　雄 大阪府箕面市 1,607 4.21

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１丁目１－５号 1,312 3.43

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７－１ 1,124 2.94

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６－６ 1,029 2.69

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社

東京都港区浜松町２丁目11－３ 810 2.12

藤　田　慶二郎 大阪府箕面市 773 2.03

資産管理サービス信託銀行
株式会社

東京都中央区晴海１丁目８－12 652 1.71

藤　田　俊　弘 大阪府豊中市 427 1.12

舩　木　俊　之 大阪府箕面市 368 0.96

計 ― 11,037 28.88

(注) １　自己株式として平成21年６月30日現在7,108千株(18.60％)を保有しております。

２　上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 2,931千株

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 810千株

資産管理サービス信託銀行株式会社 652千株

３　株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループから平成21年７月６日付で株券等の大量保有に関する変更報

告書の写しの送付があり、平成21年６月29日現在で以下の株式を共同保有している旨の報告を受けましたが、

当社として当事業年度末現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記「大株主の状況」では

考慮しておりません。

　　なお、その株券等の大量保有に関する変更報告書の内容は、次のとおりであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

株式会社
三菱東京ＵＦＪ銀行

東京都千代田区丸の内２丁目７－１ 1,124 2.94

三菱ＵＦＪ信託銀行
株式会社

東京都千代田区丸の内１丁目４－５ 307 0.80

三菱ＵＦＪ投信株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目４－５ 519 1.36

計 ― 1,951 5.10
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成21年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

7,108,800
―

権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

31,089,500
310,895同上

単元未満株式 普通株式 26,185 ― 同上

発行済株式総数 38,224,485― ―

総株主の議決権 ― 310,895 ―

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が500 株(議決権５個)含まれて

おります。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式11株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成21年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)
ＩＤＥＣ株式会社

大阪市淀川区西宮原１丁目
７番31号

7,108,800 ― 7,108,800 18.60

計 ― 7,108,800 ― 7,108,800 18.60

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
４月

５月 ６月

最高（円） 600 635 750

最低（円） 522 543 614

（注）株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年６月30日まで）は、改正前の四半期連

結財務諸表規則に基づき、当第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及

び当第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財

務諸表規則に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結累計期間(平成20年４月１

日から平成20年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表について、また、当第１四半期連結会計期間(平成

21年４月１日から平成21年６月30日まで)及び当第１四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年

６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表について、あずさ監査法人により四半期レビューを受けておりま

す。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 6,947 6,821

受取手形及び売掛金 3,555 4,061

商品及び製品 3,351 3,818

仕掛品 853 703

原材料及び貯蔵品 1,923 2,026

繰延税金資産 387 564

その他 640 354

貸倒引当金 △53 △51

流動資産合計 17,605 18,299

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 3,857 3,954

機械装置及び運搬具（純額） 1,115 1,181

工具、器具及び備品（純額） 703 733

土地 4,358 4,364

リース資産（純額） 321 342

建設仮勘定 106 116

有形固定資産合計 ※1
 10,463

※1
 10,693

無形固定資産 561 406

投資その他の資産

投資有価証券 1,049 1,004

繰延税金資産 1,375 1,241

その他 1,719 1,727

貸倒引当金 △92 △93

投資その他の資産合計 4,051 3,879

固定資産合計 15,076 14,979

資産合計 32,681 33,279
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,421 2,202

短期借入金 1,697 597

リース債務 162 165

未払金 399 422

未払費用 500 1,071

未払法人税等 139 8

預り金 1,548 1,412

賞与引当金 216 －

その他 37 39

流動負債合計 6,123 5,919

固定負債

リース債務 222 226

退職給付引当金 1,234 1,229

役員退職慰労引当金 60 60

その他 6 5

固定負債合計 1,523 1,522

負債合計 7,647 7,441

純資産の部

株主資本

資本金 10,056 10,056

資本剰余金 9,691 9,691

利益剰余金 12,993 13,710

自己株式 △6,407 △6,405

株主資本合計 26,334 27,052

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △54 △88

為替換算調整勘定 △1,351 △1,280

評価・換算差額等合計 △1,405 △1,369

新株予約権 28 27

少数株主持分 77 126

純資産合計 25,034 25,837

負債純資産合計 32,681 33,279
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年６月30日)

売上高 7,887 4,461

売上原価 3,984 2,489

売上総利益 3,902 1,972

販売費及び一般管理費 ※1
 3,112

※1
 2,441

営業利益又は営業損失（△） 790 △469

営業外収益

受取利息 19 4

受取配当金 13 8

為替差益 141 9

受取賃貸料 18 20

助成金収入 － 91

その他 22 16

営業外収益合計 214 152

営業外費用

支払利息 15 16

持分法による投資損失 80 12

減価償却費 － 12

その他 17 13

営業外費用合計 113 55

経常利益又は経常損失（△） 891 △372

特別利益

固定資産売却益 0 －

貸倒引当金戻入額 － 0

特別利益合計 0 0

特別損失

固定資産売却損 0 －

固定資産廃棄損 0 0

投資有価証券評価損 205 －

持分法による投資損失 ※2
 426 －

特別損失合計 632 0

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

259 △372

法人税、住民税及び事業税 133 14

法人税等調整額 △14 17

法人税等合計 118 31

少数株主利益 19 0

四半期純利益又は四半期純損失（△） 121 △405
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

259 △372

減価償却費 309 295

貸倒引当金の増減額（△は減少） 2 0

退職給付引当金の増減額（△は減少） △10 2

受取利息及び受取配当金 △32 △13

支払利息 15 16

為替差損益（△は益） △3 △26

持分法による投資損益（△は益） 506 12

投資有価証券評価損益（△は益） 205 －

固定資産売却損益（△は益） 0 －

固定資産廃棄損 0 0

売上債権の増減額（△は増加） 800 504

たな卸資産の増減額（△は増加） △360 421

仕入債務の増減額（△は減少） △305 △783

その他 △437 △323

小計 950 △263

利息及び配当金の受取額 32 13

利息の支払額 △54 △56

法人税等の支払額 △455 △50

営業活動によるキャッシュ・フロー 473 △357

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △271 △72

有形固定資産の売却による収入 0 －

無形固定資産の取得による支出 △5 △129

投資有価証券の取得による支出 △35 △0

少数株主からの子会社株式の追加取得による支
出

－ △50

長期貸付金の回収による収入 1 0

その他 4 1

投資活動によるキャッシュ・フロー △305 △250

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） － 1,100

自己株式の取得による支出 △0 △0

自己株式の売却による収入 10 －

配当金の支払額 △938 △321

少数株主への配当金の支払額 △1 －

リース債務の返済による支出 △55 △46

財務活動によるキャッシュ・フロー △985 731

現金及び現金同等物に係る換算差額 310 2

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △507 126

現金及び現金同等物の期首残高 6,880 6,821

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 6,373

※1
 6,947
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【継続企業の前提に関する注記】

当第１四半期連結会計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第１四半期連結会計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

該当事項はありません。

　

【表示方法の変更】

当第１四半期連結会計期間
(自　平成21年４月１日　　至　平成21年６月30日)

　前第１四半期連結累計期間において、営業外費用の「その他」に含めて表示しておりました「減価償却費」は営業外費
用の100分の20を超えたため、当第１四半期連結累計期間より区分掲記することとしております。なお、前第１四半期連結
累計期間の営業外費用の「その他」に含まれる「減価償却費」は７百万円であります。

　

【簡便な会計処理】

　

項目
当第１四半期連結会計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

たな卸資産の評価方法 　当第１四半期連結会計期間末のたな卸高の算出に関しては、実地たな卸を省略し、前連結会
計年度末の実地たな卸高を基礎として合理的な方法により算定する方法によっております。
　また、たな卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味
売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっております。

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

　

項目
当第１四半期連結会計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

税金費用の計算 　連結子会社は、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する
税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を
乗じて計算する方法を採用しております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

※１　有形固定資産から直接控除した減価償却累計額は、

23,221百万円であります。

 

※１　有形固定資産から直接控除した減価償却累計額は、

23,233百万円であります。

 

　２　関連会社の金融機関からの借入金に対して、次のと

おり債務保証を行っております。

IDEC DATALOGIC㈱ 30百万円

　２　関連会社の金融機関からの借入金に対して、次のと

おり債務保証を行っております。

IDEC DATALOGIC㈱ 30百万円

　

(四半期連結損益計算書関係)

第１四半期連結累計期間

　
前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

※１　販売費及び一般管理費の内訳は次の通りでありま

す。

給料 1,044百万円

賞与引当金繰入額 283百万円

退職給付費用 85百万円

減価償却費 130百万円

賃借料 206百万円

研究開発費 509百万円

その他 853百万円

計 3,112百万円

※１　販売費及び一般管理費の内訳は次の通りでありま

す。

給料 905百万円

賞与引当金繰入額 138百万円

退職給付費用 84百万円

減価償却費 115百万円

賃借料 192百万円

研究開発費 419百万円

その他 586百万円

計 2,441百万円

※２　特別損失に計上した持分法による投資損失は、会計

制度委員会報告第９号「持分法会計に関する実務

指針」第９項なお書き及び会計制度委員会報告第

７号「連結財務諸表における資本連結手続に関す

る実務指針」第32項の規定に基づき、関連会社に

係るのれん相当額を一括償却したことによるもの

であります。

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 6,373百万円

現金及び現金同等物 6,373百万円

 なお、預入期間が３ヵ月を超える預金や、流動性が高く、

容易に換金可能な、しかも価値変動リスクが僅少な短期

投資が含まれていないため「現金及び預金」勘定と「現

金及び現金同等物」四半期末残高は一致しております。

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 6,947百万円

現金及び現金同等物 6,947百万円

 なお、預入期間が３ヵ月を超える預金や、流動性が高く、

容易に換金可能な、しかも価値変動リスクが僅少な短期

投資が含まれていないため「現金及び預金」勘定と「現

金及び現金同等物」四半期末残高は一致しております。
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(株主資本等関係)

当第１四半期連結会計期間末(平成21年６月30日)及び当第１四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　

至　平成21年６月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 38,224,485

　

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 7,117,646

　

　

３　新株予約権等に関する事項

会社名 新株予約権の内訳
当第１四半期

連結会計期間末残高
(百万円)

提出会社 ストックオプションとしての新株予約権 28

合計 28

　

　
４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成21年６月12日
取締役会

普通株式 利益剰余金 311 10平成21年３月31日 平成21年６月15日

　
　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　　　該当事項はありません。
　
　
　
　

(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動

がありません。

　

(デリバティブ取引関係)

記載すべき事項はありません。

　

(ストック・オプション等関係)

記載すべき事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

当社グループは、制御機器関連製品及び商品の製造、販売を主たる事業として行っております。従た

る事業として、マーキングシステムの製造、販売等を行っておりますが、小規模な事業であり、全セグメ

ントの売上高の合計及び営業損益の合計額に占める各割合が、いずれも10％未満でありますので、事業

の種類別セグメントの記載は省略しております。

　

当第１四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

当社グループは、制御機器関連製品及び商品の製造、販売を主たる事業として行っております。従た

る事業として、マーキングシステムの製造、販売等を行っておりますが、小規模な事業であり、全セグメ

ントの売上高の合計及び営業損益の合計額に占める各割合が、いずれも10％未満でありますので、事業

の種類別セグメントの記載は省略しております。
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【所在地別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

日本
(百万円)

北米
(百万円)

欧州
(百万円)

アジア・パ
シフィック
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

5,143 1,237 297 1,209 7,887 ― 7,887

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

1,124 31 0 696 1,851（1,851） ―

計 6,267 1,268 297 1,905 9,738（1,851） 7,887

営業利益 452 124 44 186 807 （17） 790

(注) １　国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域

　(1) 国又は地域の区分の方法

　　　地理的近接度によっております。

　(2) 各区分に属する主な国又は地域

　　①　北　　米……米国、カナダ

　　②　欧　　州……ドイツ、イギリス

　　③　アジア・パシフィック……中華人民共和国、台湾、オーストラリア、シンガポール

　

当第１四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

日本
(百万円)

北米
(百万円)

欧州
(百万円)

アジア・パ
シフィック
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

2,799 769 160 731 4,461 ― 4,461

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

578 11 0 282 873 (873) ―

計 3,378 781 161 1,014 5,335 (873) 4,461

営業利益又は営業損失(△) △ 591 △ 14 13 21 △ 570 101 △ 469

(注) １　国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域

　(1) 国又は地域の区分の方法

　　　地理的近接度によっております。

　(2) 各区分に属する主な国又は地域

　　①　北　　米……米国、カナダ

　　②　欧　　州……ドイツ、イギリス

　　③　アジア・パシフィック……中華人民共和国、台湾、オーストラリア、シンガポール
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【海外売上高】

前第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

　

北米 欧州
アジア・
パシフィック

その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 1,227 550 1,125 22 2,926

Ⅱ　連結売上高(百万円) ― ― ― ― 7,887

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

15.5 7.0 14.3 0.3 37.1

(注) １　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

２　国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域

　(1) 国又は地域の区分の方法

　　　地理的近接度によっております。

　(2) 各区分に属する主な国又は地域

　　①　北　　米……米国、カナダ

　　②　欧　　州……ドイツ、イギリス、フランス、デンマーク等

　　③　アジア・パシフィック……中華人民共和国、台湾、オーストラリア、シンガポール等

　　④　その他の地域……中南米等

　

当第１四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

　

北米 欧州
アジア・
パシフィック

その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 763 335 679 8 1,787

Ⅱ　連結売上高(百万円) ― ― ― ― 4,461

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

17.1 7.6 15.2 0.2 40.1

(注) １　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

２　国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域

　(1) 国又は地域の区分の方法

　　　地理的近接度によっております。

　(2) 各区分に属する主な国又は地域

　　①　北　　米……米国、カナダ

　　②　欧　　州……ドイツ、イギリス、フランス、デンマーク等

　　③　アジア・パシフィック……中華人民共和国、台湾、オーストラリア、シンガポール等

　　④　その他の地域……中南米等

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

801円 38銭 825円 59銭

(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度
(平成21年３月31日)

連結貸借対照表の純資産の部合計額(百万円) 25,034 25,837

普通株式に係る純資産額(百万円) 24,928 25,683

差額の主な内訳(百万円)

　新株予約権 28 27

　少数株主持分
　

77 126

普通株式の発行済株式数(株) 38,224,485 38,224,485

普通株式の自己株式数(株) 7,117,646 7,115,519

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数
(株)

31,106,839 31,108,966

２　１株当たり四半期純利益又は四半期純損失及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

第１四半期連結累計期間
前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

１株当たり四半期純利益 3円91銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 3円90銭

１株当たり四半期純損失 △13円02銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―

(注)１.潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、当第１四半期連結累計期間は１株当たり四半期純損失であ

り、また、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　２.１株当たり四半期純利益又は四半期純損失及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

項目
前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益
又は四半期純損失(百万円)

121 △405

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失(百万円) 121 △405

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 31,098,741 31,106,906

潜在株式調整後１株当たりの四半期純利益の算定に用い
られた四半期純利益調整額の主要な内訳(百万円)

― ―

四半期純利益調整額(百万円) ― ―

潜在株式調整後１株当たりの四半期純利益の算定に用い
られた普通株式増加数(株)

38,247 ―

普通株式増加数(株) 38,247 ―

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり四
半期純利益の算定に含まれなかった潜在株式について前
連結会計年度末から重要な変動がある場合の概要

― ―
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(重要な後発事象)

平成21年７月28日開催の取締役会において、将来の本社移転先として土地・建物の取得を決議し、契

約を行っております。

所在地 大阪府大阪市淀川区

契約日 平成21年７月30日

物件引渡し日 平成21年10月30日

取得価額 2,750百万円

敷地面積 13,614㎡
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２【その他】

平成21年６月12日開催の取締役会において、平成21年３月31日の最終の株主名簿に記録された株主

に対し、次のとおり期末配当を行うことを決議いたしました。

①配当金の総額 311百万円

②１株当たりの金額 10円

③支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成21年6月15日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成20年８月５日

ＩＤＥＣ株式会社

取締役会　御中

あずさ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　竹　　内　　　　　毅　　印

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　姫　　岩　　康　　雄　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「 経理の状況 」に掲げられているＩ

ＤＥＣ株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間

（平成20年４月１日から平成20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照

表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この

四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に

対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ＩＤＥＣ株式会社及び連結子会社の平成20年

６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 (注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年８月５日

ＩＤＥＣ株式会社

取締役会　御中

あずさ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　竹　　内　　　　　毅　　印

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　成　　本　　弘　　治　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「 経理の状況 」に掲げられているＩ

ＤＥＣ株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間

（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成

21年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及

び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明すること

にある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ＩＤＥＣ株式会社及び連結子会社の平成21年

６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 (注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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